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（判断の目安）
・地方公営企業・第三セクター
の組織目的と、地方自治体の
行政目的が一致しており、か
つ、目的達成のために有効な
活動を行っている。

・人口減少など社会構造や産業
構造の変化を見据えて、将来
も地方公営企業等の必要性が
見込まれる。

・住民生活や地域社会、地域経
済において確実に実施する必
要がある。

地方自治体のお客様向け

地方公営企業・第三セクター改革支援
コンサルティング

地方公営企業・第三セクターの経営の存続可否や改革の方向性について、「行政関与必要性」、「代替可能性」、「持続的財務安定性」の3つの視
点から検討を行います。下図の「判断の目安」にある各項目を総合的に検証し、各視点の有無や高低を判断します。

平成21年に全面施行された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」
の影響や、新地方公会計モデルによる連結財務諸表の作成が浸透してきたこ
とにより、連結ベースでの地方財政状況の透明性が高まってきました。

このため、経営状況が赤信号の第三セクター等については、平成25年度ま
での時限的措置であった第三セクター等改革推進債を活用した抜本的な改革
が各地で進められてきましたが、その一方で、赤信号とは言えないものの、
地方公共団体からの支出に依存する団体もまだ多く見られ、現状では、この
ような黄色信号の経営状況にある団体への改革が先送りされてきました。

1.行政関与必要性

（判断の目安）
・地域内に代替可能な担い
手がいる。

・代替者が事業を行う方が、
効率的なサービス提供が
期待できる。

2.代替可能性

（判断の目安）
・資産債務に関して解消不可能な問題がなく、採
算性も確保している。

・地方自治体からの繰出金、補助金等の割合が低
く、地方自治体に依存しない経営ができている。
また、依存割合が高くても、地方自治体側に財
政余力がある。

・施設や設備更新を見据えた投資余力がある。

3.持続的財務安定性
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・事業廃止
・民間譲渡
・補助金廃止

など
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・指定管理者制
度の導入

・包括的な委託
の推進 など

・自治体による直営化
・事業の縮小
・類似団体との統合
・債務圧縮 など
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・事業単位で
の評価改善

・所管局との
連携強化

行政が関与したまま
担い手を民間に

行政の関与をゼロに 財務改善を主目的に
事業形態を変更

効率性や
有効性の追求

地方公営企業や第三セクターの見えない赤字に、手立てを打っていますか？

し
か
し

人口減少による
インフラ施設の
維持負担の増加

地方財政の悪化
による、公営企
業等への支援余
力低下

上下水道を中心
とする施設更新
期の到来

改革先送りの余裕はもうありません

●改革のポイント
・外部評価や、客観的な判断基準・指標を活用
した、地方自治体の行改プランの強制力向上

・継続した経営診断・助言を通じた、地方公営
企業や第三セクター主体の改革の取組支援

・市民や利害関係者との危機感の共有

http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/services/business-services/business-consulting/public/menu.html

連結経営の時代に合った改革を推進

地方公営企業・第三セクターの改革の方向性

[行政経営改革の支援] [公共]
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コンサルティング本部 行政経営グループ
TEL:03-5401-8396

(株)富士通総研の地方公営企業・第三セクター改革支援コンサルティングでは、次の進め方を想定しています。各地方自治体のニーズに合わせて、
コンサルティング業務の内容や範囲を見直してまいります。

1.行政経営の専門家であるコンサルタントが、実効性ある行政改革を支援
地方自治体における行政改革を支援し、効果を上げてきた実績をもとに、次のサービスを提供いたします。
・行政改革プランの策定支援や、担い手検証の経験から、地方公営企業や第三セクターに対する行政関与の必要性を検証します。
・地方自治体の行政改革プランを実効性のあるものにするために、地方公営企業や第三セクターの経営に対する外部評価の導入や、客観的
な判断基準・指標に基づくアラームの設定、市民や利害関係者との危機感の共有を図ります。

・改革の方向性や手法の検討にあたり、学識経験者等のネットワークを活用いたします。

4.指定管理者制度やPFI等の導入支援や、民間活用後における効果検証の実施
指定管理者制度やPFI等の導入支援や、民間活用結果の診断等の経験から、次のサービスを提供いたします。
・民間活用の手段として、PFIや指定管理者制度等の導入を支援するとともに、委託業務の効果検証を行います。
・民間譲渡や事業廃止にあたり実施手順を示すとともに、弁護士や公認会計士と連携しながら法律や会計上の課題解決を支援します。

①市場分析を通じた代替可能性、競争関係の分析
②社会構造や産業構造の変化を踏まえた、受益者分析による事業必要性の分析

①経営戦略や事業内容の分析による、地方自治体の行政目的への貢献度の検証
②財務分析（財務指標の分析、収入・支出、資産・負債上の課題の洗い出し）
③採算性の観点からみた、事業の効率性検証
④人事・組織、財務、事業内容等からみた経営課題の抽出

①行政関与必要性や代替可能性、持続的財務安定性を踏まえた、今後の行政関与の方向性の検討
②事業の担い手のあるべき姿の検討
③経営改善や改革に関する計画策定支援（改革が財政に与える影響の検証を含む）

①継続的な経営診断による、改革プランの実施効果の検証
②外部評価の導入や経営指標等によるアラーム設定を通じた、改革計画の進捗確認や形骸化の防止

①指定管理者制度やPFI等の民間活用手法の導入支援
②地方公営企業や第三セクターが有する資産・負債のマネジメント支援（ファシリティマネジメントを含む）
③民間のノウハウを活用した経営改善・効率化の支援
④行政関与をゼロにする場合（事業廃止や民間譲渡等）の撤退支援

STEP 1
事業環境分析

STEP 2
経営資源の分析と
経営課題の抽出

STEP 3
経営改革の
方向性の決定

STEP 4
具体的改革方策の
ご提案

STEP 5
改革の実効性確保

5.ファシリティマネジメントの導入支援
今後の地方公営企業等改革の中心となるインフラ事業（水道や病院等）について、次のサービスを提供いたします。
・建設後数十年が経過した施設について、維持管理費や修繕・更新費用等の見通しを立て、計画的な施設管理を支援いたします。

3.新地方公会計制度モデルの財務諸表分析を活用した、連結ベースの改革促進
新地方公会計モデルによる財務諸表の作成・分析業務に従事してきた経験から、次のサービスを提供いたします。
・連結財務諸表の結果に基づく、連結ベースの財政的課題を洗い出し、課題解決策の検討を支援します。
・連結団体の改革による地方財政への影響を評価し、改革の有無別にみた財政シミュレーションを実施します。

2.中小企業診断士による経営診断と助言の実施
行政経営評価のほか民間企業の経営診断も行う中小企業診断士（経済産業大臣登録）が、次のサービスを提供いたします。
・地方公営企業等の経営状況を評価し、改革方策を助言することで、当該団体の主体的改革を推進します。
・客観的な立場から、地方公営企業等の経営改善計画の策定や、実施内容の検証を支援します。
・民間企業に対するコンサルティング経験をもとに、市場や顧客の分析、民間のノウハウを活かした効率化手法の導入を検討します。

http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/services/business-services/business-consulting/public/menu.html

コンサルティングの進め方

富士通総研によるコンサルティングの特徴

[行政経営改革の支援] [公共]
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